
 

はじめに 

 

今年の通常国会で、労働基準法の改正案が出て

おり、その中に従業員の有給休暇取得を企業の義

務とする改正案が検討されています。一定日数の

有給休暇の取得を企業側の義務とすることによ

り、低迷している有給休暇取得率を上げるのを目

的としています。 

 

有給休暇取得ルール 

 

現在は、従業員側から休みたい日を指定して有

休取得を企業側に請求するルールです。企業には

事業に差しさわりがある場合に指定した日を変

更する時期変更権があるというルールが存在し

ます。つまり、企業側には一定の条件を満たす労

働者に有給休暇取得の権利を与える義務はあり

ますが、労働者の請求がなければ実際の有休休暇

は与えなくても違法にはなりません。 
これを一定日数の有給休暇取得を労働者の希

望を聞き、企業側が取得時期を指定するルールを

改正案として示しています。これにより労働者に

確実に有給休暇を取得させることが狙いです。こ

の会社指定の有休日数は、5 日間とする方針が固

まりました。 

また、この義務に違反した企業には罰則も設け

ることとしています。 

  

 

有給休暇取得率の目標 

 

厚生労働省は、2014 年に 48.8％であった有給

休暇取得率（厚生労働省 H26 年「就労条件総合調

査結果」より）を 2020 年までに 70％にすること

を目標にしています。 

欧米諸国では、有給休暇の取得を企業の義務と

しており、取得率は 100％近くから低くても 70％

となっています。これに対して、日本はかけ離れ

た取得率なので他の先進国に近づけることを政

府は課題としているようです。 

 

おわりに 

 

この改正案が成立した場合、企業は、各従業員

に年5日の有休を取得させなければいけなくなり

ます。従業員が休んでも他の従業員で仕事をサポ

ートできる仕組み等を考えていく必要がありま

す。 

また、企業側にとってのメリットもあります。

時期指定が、会社の義務となるので、労働者の意

見を聞く必要はありますが、企業側が希望する時

期（繁忙期を避ける等）に有給休暇を取得させる

ことができます。 
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